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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第95期

第１四半期連結
累計期間

第96期
第１四半期連結

累計期間
第95期

会計期間

自 平成25年
   ４月１日
至 平成25年
   ６月30日

自 平成26年
   ４月１日
至 平成26年
   ６月30日

自 平成25年
   ４月１日
至 平成26年
   ３月31日

売上高 (千円) 6,759,011 6,533,123 29,314,554

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) △28,473 △158,051 176,607

四半期（当期）純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) 232,406 △71,309 346,794

四半期包括利益
又は包括利益

(千円) 303,145 82,512 308,559

純資産額 (千円) 9,193,415 9,182,741 9,219,886

総資産額 (千円) 28,857,845 32,415,223 29,022,293

１株当たり四半期
(当期)純利益又は
四半期純損失金額(△)

(円) 5.83 △1.79 8.70

潜在株式調整後
１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.86 28.32 31.77

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 31,220 108,029 △32,040

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △173,537 △7,244,875 △211,181

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △148,532 3,257,986 △63,694

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 7,039,313 3,143,808 7,023,200
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載を

しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第95期第１四半期及び第95期の「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益」は潜在株式が存在しない

ため、記載をしておりません。

４ 第96期第１四半期の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」は、１株当たり四半期純損失が計上されて

おり、また潜在株式が存在しないため、記載をしておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社の営む事業の内容について重要な変更はありませ

ん。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更等はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

 

固定資産の取得

当社は、平成26年６月16日開催の取締役会において賃貸用不動産として固定資産の取得について決議を行い、平

成26年６月16日に譲渡契約を締結いたしました。

(1) 取得の目的

当社の賃貸用不動産として取得するものであり、今後の安定的な収益機会を確保するものです。

(2) 取得資産の内容

①売買契約日 平成26年6月16日  

②引渡日 平成26年6月30日  

③内容 土地 所在地 目黒区東山一丁目1263番14他

  敷地面積 1,227.49㎡

 建物 建物構造 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根　地下1階付6階建

  建物面積 6,533.30㎡

④取得価額 6,850,000千円  
 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策の効果もあり、企業収益の改善が見ら

れ、景気はゆるやかな回復基調となりました。一方、個人消費は消費増税前の駆け込み需要の反動による消費の落

ち込みなど、先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような環境下にあって当社グループは、2014～2016年を計画期間とする「成長と効率化のグループシナジー

経営の実現」を基本方針とした新中期経営計画を策定いたしました。現状からの脱却を目指し次の発展を期するた

め、グループの成長基盤を固める基礎作りの３ヵ年計画とし、１年目にあたる今年度を「成長」「効率化」「シナ

ジー」の３つのキーワードと、「マーケット戦略」「商品戦略」「組織人事戦略」を踏まえた施策によって積み上

げられた計画をもってスタートしました。

当第１四半期連結累計期間につきましては、健康・生活事業は堅調に推移したものの、和装事業は消費増税の影

響からくる催事販売の苦戦、洋装事業は大口受注物件の減少からともに減収となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における連結業績は、売上高は65億３千３百万円と前年同四半期と比べ、

２億２千５百万円(3.3％)の減収、営業損失は１億５千３百万円と前年同四半期と比べ、１億４千６百万円の減

益、経常損失は１億５千８百万円と前年同四半期と比べ、１億２千９百万円の減益、四半期純損失は７千１百万円

と前年同四半期と比べ、３億３百万円(前年同四半期純利益２億３千２百万円)の減益となりました。
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セグメントの業績は、以下のとおりであります。

和装事業

ツカモト株式会社および市田株式会社における和装事業につきましては、経営管理・組織運営の改善と強化、催

事以外での売上拡大策の実施等に取り組んでまいりましたが、消費増税前の駆け込み需要の反動により消費が落ち

込んだ影響をうけ、催事販売が苦戦し、減収減益となりました。

その結果、売上高は、16億９千７百万円と前年同四半期と比べ、２億１千１百万円(11.1％)の減収、セグメント

損失(営業損失)は１億４千８百万円と前年同四半期と比べ、６千８百万円(前年同四半期セグメント損失(営業損

失)７千９百万円)の減益となりました。

洋装事業

ツカモトアパレル株式会社におけるメンズ事業につきましては、春夏物の受注減少傾向に歯止めがかかり売上高

は前年を上回り、経費節減の効果もあり収益は改善しました。

ツカモトユーエス株式会社におけるユニフォーム事業及びOEM・婦人テキスタイル事業につきましては、ユニ

フォーム事業は大口受注物件の減少から減収減益となりましたが、黒字基調を維持しております。OEM・婦人テキ

スタイル事業は、売上高は前年を上回り、仕入コストの管理を徹底したことにより収益は改善しました。ツカモト

ユーエス株式会社としましては減収減益となりました。

その結果、洋装事業全体としましては売上高は、23億３千４百万円と前年同四半期と比べ、３億３千７百万円

(12.6％)の減収、セグメント利益(営業利益)は、３千４百万円と前年同四半期と比べ、１億１千９百万円(前年同

四半期セグメント利益(営業利益)１億５千３百万円)の減益となりました。

ホームファニシング事業

市田株式会社におけるホームファニシング事業につきましては、売上高は前年第２四半期後半に出店したアウト

レット直営店が寄与し増収となりました。損益は経費増の影響で、前年並みにとどまり営業損失の計上となりまし

た。

その結果、売上高は、９億５千９百万円と前年同四半期と比べ、１億３千４百万円(16.4％)の増収、セグメント

損失(営業損失)は、６千９百万円と前年同四半期と比べ、４百万円(前年同四半期セグメント損失(営業損失)７千

３百万円)の損益の改善となりました。

健康・生活事業

ツカモトエイム株式会社における健康・生活事業につきましては、家庭用クリーナーの販売が引き続き堅調に推

移し、売上高は前年を上回り損益も黒字に回復し、増収増益となりました。

その結果、売上高は、12億３千９百万円と前年同四半期と比べ、７千５百万円(6.5％)の増収、セグメント利益

(営業利益)は、１千３百万円と前年同四半期と比べ、３千３百万円(前年同四半期セグメント損失(営業損失)１千

９百万円)の増益となりました。

建物の賃貸業

株式会社ツカモトコーポレーションにおける建物の賃貸業につきましては、新規テナント誘致が進み、売上高は

増収となりましたが、修繕費用の計上により減益となりました。

その結果、売上高は、２億２千３百万円と前年同四半期と比べ、７百万円(3.7％)の増収、セグメント利益(営業

利益)は、５千５百万円と前年同四半期と比べ、１千万円(15.6％)の減益となりました。
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その他事業

倉庫業は新規取引先の開拓が奏功し増収となりましたが、新規営業所の開設費用等の計上により営業損失の計上

となりました。

その結果、売上高は、２億３千１百万円と前年同四半期と比べ、９千８百万円(74.4％)の増収、セグメント損失

(営業損失)は、２千２百万円と前年同四半期と比べ、２千８百万円(前年同四半期セグメント利益(営業利益)５百

万円)の減益となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間の資産の部は、前連結会計年度末に比べ、現金及び預金が賃貸用不動産の取得により

38億７千９百万円減少、受取手形及び売掛金が９億５百万円減少、たな卸資産が４億６千４百万円増加、前払費用

が１億１千４百万円増加、その他の未収入金が１億６千１百万円増加したこと等により流動資産が40億３千万円の

減少となりました。また、賃貸用不動産の取得により建物が18億６千万円、土地が53億２千７百万円増加し、投資

有価証券が２億１千５百万円増加したこと等により固定資産が74億２千３百万円増加し、資産合計は33億９千２百

万円増加の324億１千５百万円となりました。

また負債の部は、支払手形及び買掛金が２億６千３百万円減少、短期借入金が賃貸用不動産の取得費等のため34

億９千６百万円増加したこと等により流動負債が32億２千９百万円の増加となりました。なお、短期借入金の増加

分の解消は当第２四半期に見込んでおります。また、長期借入金の１億６百万円の減少、長期預り金の２億５千７

百万円の増加等により固定負債が２億円増加し、負債合計は前連結会計年度末に比べ34億３千万円増加し、232億

３千２百万円となりました。

純資産は、株主資本合計が１億９千万円減少し、その他の包括利益のその他有価証券評価差額金が１億３千９百

万円増加したこと等により、純資産合計は前連結会計年度末に比べ３千７百万円減少し、91億８千２百万円となり

ました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結累計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は31億４千３百

万円で前連結会計年度末より38億７千９百万円減少、また、前年同四半期と比べ38億９千５百万円の減少となりま

した。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、１億８百万円(前年同四半期は３千１百万円

の増加)となり、これは主に売上債権の減少額が、税金等調整前四半期純損失の計上と、たな卸資産の増加額及び

仕入債務の減少額を上回ったこと等によるものであります。この結果、前年同四半期と比べて７千６百万円の増加

となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、72億４千４百万円(前年同四半期は１億７千

３百万円の減少)となり、これは主に、賃貸用不動産である有形及び無形固定資産の取得による支出等によるもの

であります。この結果、前年同四半期と比べて70億７千１百万円の減少となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間における財務活動による資金の増加は、32億５千７百万円(前年同四半期は１億４千

８百万円の減少)となり、これは主に、賃貸用不動産取得のため調達された短期借入れによる収入が、長短借入金

の返済よる支出を上回ったこと等によるものであります。この結果、前年同四半期と比べて34億６百万円の増加と

なりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

また、当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について特に定めて

おりません。

 

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、該当事項はありません。

 

(6) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間に著しい変動があった設備は次のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

設備の内容、
規模、面積

投資金額
取得の
年月日

資金調達
方法

当社
目黒東山スクエアビル

(東京都目黒区)
建物の賃貸業 事務所

土地　1,227.49㎡

建物　6,533.30㎡
6,850,000千円

平成26年
６月30日

自己資金
及び借入金
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 79,380,000

計 79,380,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,697,476 40,697,476
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 40,697,476 40,697,476 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年６月30日 ― 40,697,476 ― 2,829,844 ― 707,461
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので直前の基準日である平成26年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
―

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式普通株式 639,000

(相互保有株式)
― 同上

普通株式 192,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

39,004　 同上
39,004,000

単元未満株式
普通株式

― 同上
862,476

発行済株式総数 40,697,476 ― ―

総株主の議決権 ― 39,004　 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、42,000株(議決権42個)含ま

れております。

２ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己保有株式57株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱ツカモト
コーポレーション

東京都中央区日本橋本町
１丁目６番５号

639,000 ― 639,000 1.57

(相互保有株式)
市田㈱

東京都中央区日本橋本町
１丁目６番５号

192,000 ― 192,000 0.47

計 ― 831,000 ― 831,000 2.04
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新創監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,033,200 3,153,808

  受取手形及び売掛金 ※2  5,168,524 ※2  4,262,829

  有価証券 101,533 101,546

  たな卸資産 ※1  2,703,565 ※1  3,167,822

  その他 1,208,997 1,498,569

  貸倒引当金 △20,148 △19,330

  流動資産合計 16,195,672 12,165,247

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,232,025 4,095,132

   土地 6,667,498 11,994,924

   その他（純額） 268,639 259,094

   有形固定資産合計 9,168,163 16,349,150

  無形固定資産   

   その他 97,163 91,566

   無形固定資産合計 97,163 91,566

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,292,345 3,507,716

   その他 346,581 377,483

   貸倒引当金 △77,632 △75,939

   投資その他の資産合計 3,561,294 3,809,259

  固定資産合計 12,826,621 20,249,976

 資産合計 29,022,293 32,415,223

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 5,459,517 5,196,417

  短期借入金 5,590,207 9,086,843

  未払消費税等 70,040 34,297

  未払法人税等 43,582 39,962

  繰延税金負債 9,438 7,796

  返品調整引当金 62,500 53,600

  その他 860,452 906,713

  流動負債合計 12,095,738 15,325,629

 固定負債   

  長期借入金 4,805,000 4,698,750

  繰延税金負債 2,010,745 2,098,183

  再評価に係る繰延税金負債 14,736 14,736

  退職給付に係る負債 291,803 264,757

  役員退職慰労引当金 42,817 43,443

  資産除去債務 20,928 20,928

  その他 520,637 766,053

  固定負債合計 7,706,669 7,906,852

 負債合計 19,802,407 23,232,481
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,829,844 2,829,844

  資本剰余金 709,247 709,247

  利益剰余金 5,109,892 4,918,985

  自己株式 △99,610 △99,669

  株主資本合計 8,549,374 8,358,407

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 632,507 771,701

  繰延ヘッジ損益 2,781 △2,629

  土地再評価差額金 7,077 7,077

  為替換算調整勘定 5,887 4,627

  退職給付に係る調整累計額 22,258 43,557

  その他の包括利益累計額合計 670,512 824,333

 純資産合計 9,219,886 9,182,741

負債純資産合計 29,022,293 32,415,223
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 6,759,011 6,533,123

売上原価 4,922,992 4,785,534

売上総利益 1,836,018 1,747,588

返品調整引当金繰入額 55,400 53,600

返品調整引当金戻入額 63,500 62,500

繰延リース利益繰入額 2,234 1,017

繰延リース利益戻入額 60 368

差引売上総利益 1,841,945 1,755,839

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 152,298 129,817

 旅費及び交通費 140,464 133,559

 荷造運搬費 157,883 153,592

 貸倒引当金繰入額 9,981 △2,100

 給料 615,363 633,748

 賞与 69,696 70,838

 退職給付引当金繰入額 54,183 -

 退職給付費用 - 50,806

 役員退職慰労引当金繰入額 468 626

 福利厚生費 148,649 149,102

 業務委託費 125,213 140,881

 減価償却費 24,278 27,567

 賃借料 55,175 85,501

 その他 295,029 335,617

 販売費及び一般管理費合計 1,848,684 1,909,559

営業損失（△） △6,739 △153,719

営業外収益   

 受取利息 7,216 7,514

 受取配当金 11,184 9,356

 保険配当金 5,427 5,525

 為替差益 - 1,990

 その他 10,369 18,718

 営業外収益合計 34,197 43,106

営業外費用   

 支払利息 40,028 35,629

 手形売却損 3,061 5,720

 為替差損 7,067 -

 その他 5,772 6,088

 営業外費用合計 55,930 47,438

経常損失（△） △28,473 △158,051
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           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

特別利益   

 固定資産売却益 151,599 -

 関係会社株式売却益 151,677 -

 特別利益合計 303,277 -

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

274,804 △158,051

法人税、住民税及び事業税 △13,518 △86,742

法人税等調整額 55,915 -

法人税等合計 42,397 △86,742

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

232,406 △71,309

四半期純利益又は四半期純損失（△） 232,406 △71,309

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

232,406 △71,309

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 63,744 139,193

 繰延ヘッジ損益 5,101 △5,411

 為替換算調整勘定 1,893 △1,259

 退職給付に係る調整額 - 21,299

 その他の包括利益合計 70,738 153,821

四半期包括利益 303,145 82,512

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 303,145 82,512
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

274,804 △158,051

 減価償却費 50,048 54,568

 有形及び無形固定資産除却損 393 950

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,356 △2,512

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,364 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 6,047

 その他の引当金の増減額（△は減少） △8,783 △8,274

 受取利息及び受取配当金 △18,400 △16,871

 支払利息 40,028 35,629

 有価証券売却損益（△は益） △151,677 -

 為替差損益（△は益） 7,067 △1,990

 固定資産売却損益（△は益） △151,599 -

 売上債権の増減額（△は増加） 492,606 910,883

 たな卸資産の増減額（△は増加） △319,723 △465,214

 仕入債務の増減額（△は減少） 84,415 △240,358

 未払消費税等の増減額（△は減少） △10,547 △148,795

 その他 △251,298 180,974

 小計 54,053 146,985

 利息及び配当金の受取額 49,548 50,246

 利息の支払額 △42,990 △40,683

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △29,391 △48,519

 営業活動によるキャッシュ・フロー 31,220 108,029

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △45,722 △7,183,067

 投資有価証券の取得による支出 △334 △534

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△97,413 -

 貸付けによる支出 - △30,000

 その他の支出 △30,083 △31,607

 その他の収入 16 333

 投資活動によるキャッシュ・フロー △173,537 △7,244,875

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 696,000 4,614,000

 短期借入金の返済による支出 △606,000 △1,067,000

 長期借入れによる収入 500,000 -

 長期借入金の返済による支出 △600,000 △156,250

 リース債務の返済による支出 △17,671 △13,168

 自己株式の取得による支出 △312 △59

 自己株式の処分による収入 43 -

 配当金の支払額 △120,592 △119,535

 財務活動によるキャッシュ・フロー △148,532 3,257,986

現金及び現金同等物に係る換算差額 728 △533

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △290,121 △3,879,392

現金及び現金同等物の期首残高 7,329,434 7,023,200

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  7,039,313 ※  3,143,808
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年６月30日)

(会計方針の変更)

「退職給付会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び

「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適

用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の見直しを行っております。

なお、従来の計算方法から変更が生じなかったため、当第１四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

商品      2,699,257千円 3,163,793千円

貯蔵品    4,307千円 4,028千円
 

 

※２ 受取手形割引高

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

      920,532千円 757,626千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

現金及び預金勘定 7,039,313千円 3,153,808千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―千円 △10,000千円

現金及び現金同等物 7,039,313千円 3,143,808千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 120,203 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 120,175 3.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計

和装 洋装
ホームファニ

シング
健康・生活 建物の賃貸 計

売上高         

 外部顧客に対する
 売上高

1,908,667 2,672,277 813,792 1,163,035 122,175 6,679,948 79,062 6,759,011

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

196 70 11,023 717 93,085 105,093 53,524 158,617

計 1,908,863 2,672,347 824,816 1,163,753 215,260 6,785,041 132,586 6,917,628

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△79,366 153,517 △73,866 △19,474 65,735 46,545 5,444 51,990
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 46,545

「その他」の区分の利益 5,444

セグメント間取引消去 1,396

全社費用(注) △60,126

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失(△) △6,739
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計

和装 洋装
ホームファニ

シング
健康・生活 建物の賃貸 計

売上高         

 外部顧客に対する
 売上高

1,697,409 2,334,497 949,581 1,239,694 136,873 6,358,056 175,066 6,533,123

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― 120 10,128 ― 86,378 96,627 56,175 152,802

計 1,697,409 2,334,618 959,710 1,239,694 223,251 6,454,684 231,241 6,685,925

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△148,228 34,001 △69,557 13,572 55,511 △114,701 △22,919 △137,621
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 △114,701

「その他」の区分の損失(△) △22,919

セグメント間取引消去 2,032

全社費用(注) △18,131

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失(△) △153,719
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額(△)

５円83銭 △１円79銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)(千円) 232,406 △71,309

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)(千円)

232,406 △71,309

普通株式の期中平均株式数(株) 39,874,394 39,865,726
 

(注) 当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

が計上されており、また潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

特記事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ツカモトコーポレーション(E02588)

四半期報告書

22/23



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月５日

株式会社ツカモトコーポレーション

取締役会 御中

 

新創監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   篠   原   一   馬   ㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   相   川   高   志   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ツカモ

トコーポレーションの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年

４月１日から平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ツカモトコーポレーション及び連結子会社の平成26年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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